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を顧客として商品やサービスを提供することにより、貧困層の生活改善に貢献するビジネス」 （筆者定義）のことであ 。このビジネスは、企業にとって「貧困層を消費市場としてとらえる」という「想定外の新たなビジネスチャンス」であるとともに、途上国援助にとって「貧困層が商品やサービスの消費を通じ 問題を自ら解決していく」という「新たな課題解決の手法」であるという二つの革新性がある。●懐疑から脚光、 そ て誤解
このモデルは、これまでの企業活動の常
識とかけ離れていたために、最初日本企業も援助機関も実現性につき懐疑的だった。当時、先進国の企業にとって
































ＧＯ等からの協力は得やすくなる。欧米の援助機関は既に開発課題の解決を目的とするＢＯＰビジネスに対 様々な支援を行い、ＢＯＰビジネスや社会企業向けのファンドが、新たな資金調達手段にもなっている。日本においても、現在経済産業省 ＪＩＣＡがＢＯＰビジネスの支援や連携の具体的方策を検討して るところだ。
つぎに、企業の社会的価値の向上があげ
られる。近年、企業はＣＳＲの取り組みより、経済、環境、社会のトリプルスタンダードを意識した経営を進めてき 。しかし、一般的なＣＳＲ活動は、あくまでコストであり、経営状況に左右されるという課題があった。これに対 て、企業のコア技術や本業を活用し、社会にインパクトを与えることを目指す「戦略的ＣＳＲ」という考えが広がっている 社会課題を解決するＢＯＰビジネスは、この戦略的ＣＳＲの延
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保健医療市場 1580億ドル 情報通信市場 510億ドル
水市場 200億ドル 運輸交通市場 1790億ドル






















illion ） 」 、二〇〇七年。








等教育 程を修了することを目標としており、援助機関は、教育プログラムの改善、人材育成、 学校建設、 教材開発、 ノンフォーマル教育の充実等により 育 質と量の改善を図っている。
この分野におけるビジネスとしては、公
的教育に対する 教材の提供やノンフォーマル教育における普及型のパッケージ化された教育プログラムの提供等が考えられる。また情報通信サービスにより学校に通うことが物理的に困難な子供たちに対し、代替となる教育の機会 提供すること




い地域が多く、都市部においては供給不足が課題である。燃料は、供給の不足とともに、人体に有害な燃料による健康問題もある。援助機関は、電力供給量の増加と地方への電化の拡大を進めているが 未電化地域では、 新たに送電網を敷くよりも、 独立型の発電を行う方 経済的なケースでもある。
そこで、この分野のビジネスの事例とし
て、 独立型の太陽光、 風力、 地熱、 水力、 バイオマス発電が、経済性と環境の両立したビジネスとして事業化が進んで る。また、新たな技術を使った機器として 発光ダイオードを利用した携帯可能な照明や、バイオマス燃料や太陽光を利用したコンロ ベンチャー企業等によって開発されている。課題五
　
情報通信サービスのアクセス
ＭＤＧｓでは、民間との協力による情報
通信網の拡大を目標としており、援助機関
表２　分野／開発課題とBOPビジネスの事例
分野／開発課題 BOPビジネスの事例
食料の確保、生計の向上 簡易農業機械、給水施設、品種・農法・灌漑方法の改善、マイクロファイナンス、マイクロフランチャイズ、農業天候保険
保健医療のアクセスと感染症の防止 簡易医療機材、簡易検査キット、感染症予防商品、医療サービスの改善、遠隔医療、栄養食品、新薬開発、医薬品流通システムの整備
安全な飲料水と衛生的な環境の確保 小型浄水器、水質浄化剤、簡易井戸、石けん等の衛生商品、簡易トイレ
電力、エネルギーの確保 独立型の太陽光、風力、地熱、水力、バイオマス発電、発光ダイオードの照明、バイオマス燃料や太陽光のコンロ
情報通信サービスのアクセス 携帯電話事業、インターネットサービス、携帯電話機器、低価格パソコン
教育への参加 教育教材、パッケージ化された教育プログラム、遠隔教育
（出所）筆者作成。
